
持続的な成長に向けた人材への投資強化
　当社はTEKKEN10年ビジョンを定め、「次代のニーズに応え、持続的に成長する鉄建グループ」をめざしています。ビジョ
ンの実現には経営戦略と連動した中長期人材戦略が重要であると考え、これまで「次世代の経営を担う人材の育成」「社員の
キャリアデザインの仕組みづくり」「社員が持続的に活躍できる仕組み」「社員能力の把握と戦略的配置」に取り組んできまし
た。また、当社の課題である歪な年齢構成を踏まえ持続的な成長に向けた人材への投資を強化しています。労働環境の整備
や働き方改革、各種制度の見直しなどを進め、従業員エンゲージメントの向上を図り企業価値向上へつなげていきます。

経営戦略と連動した人材戦略の推進に向けて
　当社では経営戦略と連動した人材戦略の推進に向
け、体系的な研修制度の整備を行い、社員の早期育
成を行っています。また、社員が主体的なキャリアデ
ザインを実現できるよう、自律型人材を育成するとと
もに、成果や能力に応じた評価と昇進制度を確立し、
高度なスキルを有する優秀な人材へ育成することで
経営参画意識の向上を促します。また、タレントマネ
ジメントシステムの導入により、社員のスキルや育成
状況、面談記録などのさまざまな人事情報を一元化
します。これにより組織の現状把握（年齢・等級の構
成等）からデータドリブンな人材育成、異動配置の実
現、社員自身のスキル・レベルを把握し、明確なキャ
リアデザインにつなげ、さらにパフォーマンスを引き
上げることをめざしています。このような取り組みに
よって経営戦略の達成につなげ、働きがいのある企
業を作り上げます。

社員の持続的な成長と働きやすい職場づくり

エンゲージメント向上に向けた人的資本戦略

価値創造の持続可能性を高める取り組み

人材育成への取り組み
次世代の経営を担う人材の育成
　経営戦略の達成に向けて次世代経営人材を継続的に輩出
することは、企業の安定経営とひいては、企業価値の向上に
つながります。当社では次世代経営人材を育成するため、そ
の道筋や選抜方法を定めるなど人材育成体系を整備し、より
早期からの計画的な育成を行います。また、次世代経営人
材は、安定経営や組織力強化を目的に常時一定量をプール
する計画で進めています。次世代経営人材を段階的に育成
することで、次世代経営人材候補者の視野が拡大し経営へ
の参画意識向上が期待できます。

研修体系や昇進制度の見直し
将来を担う人材育成に向けた研修制度
　将来を担う人材を育成するため、入社
年次に応じた階層別研修を実施していま
す。新入社員研修、新入社員フォロー研
修、２年目、３年目、４年目、５年目（土木・機
電・建築・建築設備職のみ）、６年目（建築・
建築設備職のみ）、７年目研修といった、社
員の早期育成を目的とした研修を行うと
ともに、DX研修やサステナビリティ研修
など時世に応じた研修も取り入れていま
す。これらの研修は当社保有の研修施設

「建設技術総合センター」で実施し、屋内
研修に加え屋外研修で実践に近い教育を
行うことで、経験に基づいた安全や技術
に関する知識を学ぶことができます。

現場所長の早期育成研修
　土木・建築部門では、若年層社員を早期に所長へ登用する
ことを目的とし、概ね30歳以降の選抜社員を対象に、原価管
理やマネジメントを一定期間かけて習得する「所長候補者研
修」を導入しています。中堅から管理職層においては、技術
力、専門力の向上と併せリーダーシップやマネジメント能力
を高める必要があり、7年目研修、新任主席層研修、新任管
理職層研修に加え、2024年度より新設した新任主席1級研
修、管理職5年目研修においてマネジメント研修を行ってお
り、 若年層から中堅、管理職の全ての階層に学びの機会を設
けた研修体系となっています。これらの研修体系によって社
員自らが主体的にキャリアデザインできる仕組みを構築し、
従来よりも早期登用が可能となる人事評価制度へ見直しを
行っていきます。

人材育成ロードマップ、人材育成シートを活用した社員の早期育成
　2022年8月に社員がめざすべき方向性を示した「人材育
成ロードマップ」の見直しを行い、2023年3月にはロードマッ
プに基づいたステップアップ状況を上司と部下で確認できる
ツールとして「人材育成シート」を新たに制定しました。半期
ごとに実施している目標管理面談の際にお互いがシートを確
認することでコミュニケーションを図り、職場の活性化にも
つながる制度として運用中です。中期経営計画の初年度で
ある2024年度は、これらのツールを活用することで若手の
早期育成により一層取り組むとともに、「人材育成ロードマッ
プ」「人材育成シート」のさらなる見直しを行っていきます。

● 高度なスキルを有する
　 人材の獲得/育成
● 次世代経営人材のプール

● 次世代経営人材候補の
　 裾野拡大/段階的育成

● タレントマネジメント
● 人材への投資拡充

● 評価制度の明確化
● 昇進制度の見直し

● 希望業務の自己申告制
● 自律型人材の重用
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サーベイ/対策の実施による
従業員エンゲージメントスコア
継続的向上

● 社員の持続的な成長
・自律した「個」の育成
・組織力の向上

● 経営戦略に沿った育成・配置
＞若手作業所長の早期育成
＞タレントマネジメントの導入

● 評価制度・待遇の見直し
＞人事評価制度の見直し
＞定年延長含む社員の待遇改善検討

● フレキシブルワークの実現
＞DX戦略と連動した基盤/制度整備

● 制度を活用しやすい風土づくり

● 健康経営の推進/安全な職場づくり
＞福利厚生の充実と職場環境改善
＞社員の健康づくりの増進

● 多様な人材/キャリアの実現
＞キャリア支援を通じた女性活躍推進
＞制度の充実と活用しやすい環境構築

● 人権尊重への取り組み
＞人権デューデリジェンスの実施と
人権リスクへの軽減措置

● 働きやすい職場の提供
・成長する職場づくり
・次世代からも選ばれる組織

人的資本への投資 ワークライフバランス ＤＥ＆Ｉ

エンゲージメントの向上

人材開発戦略

自律型人材の育成
　入社７年目までに受講する階層別研修に事前学習や確認
テストの実施を加え、さらに研修コンテンツのWeb化やラ
イブラリ整理を行い、反復学習が可能な「自律学習プログラ
ム」を導入することで実効性を高める研修内容へと刷新しま
した。8年目以降は専門領域に特化した研修を充実させるこ
とで、各部門のスペシャリストを早期に育成します。また、
新たにビジネススキル向上を目的とした外部研修や社員
個々のタイミングで受講ができる自己啓発eラーニングを
導入し、社員自らが主体的に学び成長する「自律型人材」を
育成しています。
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を、2022年には最高位である「えるぼし認定３段階」を取得
しています。

外国籍社員の活躍
　お互いに違いを尊重し理解するために、外国籍社員が配
属されている各部署には、個人や職場で実践できるコミュ
ニケーションの取り方や日本と異なる文化慣習について具
体的にまとめたハンドブックを配布し、働きやすい環境づ
くりに取り組んでいます。また、外国籍社員の悩みや文化・

女性活躍推進
　当社では、若い世代を中心に女性技術者が活躍の場を広
げています。女性のさらなる活躍を推進するため、2022
年3月に女性活躍推進ワーキンググループを立ち上げ、部
署の垣根を超えさまざまな課題の解決に取り組んでいま
す。2023年度には、妊娠・出産・育児などのライフイベン
トによって影響を受けやすい女性社員のキャリアを支援する
仕組みを導入しました。この仕組みの目的は、女性社員が
自らのキャリアプランを立案のうえ、主体的にキャリアに関
わる意識を醸成し、将来の目標を明確にすることです。ま
た、個々のキャリアプランを把握することで、会社としてよ
り効果的な人材育成の方向性が明確になります。こうした
取り組みにより、当社は女性の活躍推進状況が優良な企業
として、厚生労働大臣より2021年に「えるぼし認定２段階」

両立支援
　当社では、社員のワークライフバランスを大切に考え、社員が育児や介護をしながらでも安心して働き続けられるよう、
各種両立支援制度の拡充に取り組んでいます。また、2023年7月に次世代育成支援対策推進法に基づく「子育てサポート企業」
として、次世代認定マーク「くるみん」を取得しました。今後は、上位認定である「プラチナくるみん」の取得をめざします。

育児休業取得率の向上
　育児休業取得促進に向けた取り組みを積極的に行ってお
り、育児休業を１か月まで有給としているほか、対象の子が
２歳になるまで特別な事由がなくとも育児休業を取得でき
るなど、法定を上回る制度を導入しています。また、「育児
休業意向確認面談制度」を導入し、育児期社員への制度周
知、上司による育児休業取得意向の確認、フォロー体制整
備のための情報共有など、一連の流れを制度化しました。
男性社員の育児休業取得率は年々上昇しています。

フレックスタイム制度
　社員の仕事と生活との調和を図り、業務の効率的な遂行
を目的として、2018年より「フレックスタイム制度」を導入し
ています。制度を活用し、フレキシブルな働き方を推進す
ることにより社員の働きやすい環境づくりに努めています。

育児期女性座談会
　多くの女性社員が抱えている「仕事と育児の両立」につい
ての不安や悩みを軽減させるために、若手女性社員や現在
育児休業中の女性社員を対象に、未就学児を育てながら仕
事と育児を両立している女性社員の実体験を聞く育児期女
性社員座談会を行いました。

D E & I の推進

ワークライフバランス 人権への取り組み

仕事と介護の両立
　介護に必要な知識や仕事と介護の両立方法、事前の準備
といった内容を学ぶためのシステムを導入しました。本シス
テムは、社員ごとの介護リスクを診断し、その結果に応じた
eラーニングやメールマガジンにより学習できる仕組みで
す。また、介護の初動時のフローチャートや介護要因のトッ
プである認知症の早期発見、早期対応のためのガイドを作
成し、社員へ公開しています。

鉄建建設グループ 人権方針
　当社グループは、責任ある企業活動の促進を図り、社会
全体の人権の保護・促進に貢献すべく、2023年12月に国
連の「ビジネスと人権に関する指導原則」に基づく「鉄建建
設グループ人権方針」を策定しました。
　当社グループは、鉄建建設の「経営理念」に基づき、安全
で良質な社会基盤を創造することを通じて社会の繁栄に貢
献するとともに、持続的に成長し家族に誇れる働きがいの
ある企業をめざし、「人権の尊重」を「企業活動指針」に定め、
企業活動における社会的使命を果たすよう取り組みを推進
しています。本方針は、当社グループで働く役員、従業員、
出向・派遣社員を含む全ての者に適用されます。

　また、当社グループのビジネスパートナー、サプライヤー
その他関係者に対して本方針の内容を支持するよう働きか
け、人権を尊重し、侵害しないよう求めます。当社グルー
プは、全ての利害関係者に人権の保護とその促進への取り
組みを示すとともに、社会への貢献と持続可能な未来の構
築に対する責任を明確に表明し、本方針を事業活動の基本
的な原則とし、人権を尊重する取り組みを進めていきます。
　人権デューデリジェンスについては、①人権リスク評価お
よび負の影響と優先課題の特定、②人権影響評価、③対
策・改善の検討と実施、④改善状況のモニタリング、⑤社内
外への情報公開をPDCAとして継続的に回して改善を図っ
ていきます。

育児関係

産前６週間 出産 産後８週間 1歳 ２歳 3歳 小学校入学 小学３年終

交通費の支給
配偶者出産休暇

給与100％支給

※男性のみ ２日間取得可能 

（産後パパ育休） ※男性のみ 子の出生後8週間以内に4週間まで分割して2回取得可能

※男性のみ 育児休業

出生時育児休業
理由に関わらず２歳まで分割して4回取得可能
※出生時育児休業と通算して開始後１か月は給与支給

所定外労働時間の制限

時間外労働の制限 /深夜業の制限

勤務時間の変更 　　勤務時間を1日5・6・7時間に短縮可能

子の看護休暇　　子の人数に限らず10日間/年  取得可能

介護休業：要介護状態にある家族1人に対して3回まで、通算186日まで取得可能（法では通算93日まで）
介護休暇：要介護状態にある家族を介護するために10日間 /年取得可能

（法では対象家族が1人の場合は5日間、2人以上は10日間）

育児帰宅旅費：単身赴任者が
2歳未満の子を育児するため
に帰宅する場合、通常の帰宅
手当（月2回分支給）のほかに、
各月において3回目の帰宅を
した場合に支給

介護帰省旅費：要介護状態の
家族を介護するために帰省す
る場合、年4回まで支給

法の制度取得範囲鉄建の制度取得範囲

産前産後休暇

介護関係

鉄建建設の両立支援制度

女性管理職者数、女性管理職比率　
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「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」の規定に基づき算出
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男性の育児休業取得状況　
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「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」（平成
３年法律第76号）の規定に基づき、「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う
労働者の福祉に関する法律施行規則」（平成３年労働省令第25号）第71条の４第１号
における育児休業等の取得割合を算出したもの

■ 子が生まれた社員数 （名）
■ 休業取得者数 （名）
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73.5

28.6
33.3

65.6

91.9

37

28.6
33.3

社員の持続的な成長と働きやすい職場づくり

価値創造の持続可能性を高める取り組み

風土の違いに関する課題を共有し、今後のキャリアを考え
る意見交換会を定期的に開催しています。これらの取り組
みを通じて、外国籍社員だけでなく、全社員が異文化の理
解を深め、多様性を尊重する企業文化の向上をめざしてい
ます。
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